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１．はじめに 

2002年2月より道路運送法における需給調整規制が撤

廃され、バス事業における民間会社の参入・退出が自由

化された。また一方で、経営の健全化を目的として、横

浜市営バスを含むいくつかの公営バスが、民間バス事業

者へ移譲されるという動きがある。これまでのようにバ

ス事業者が行政の関与なしに独自に運営するスタイルが

標準ではなくなり、市民の生活基盤としてのバス輸送計

画が求められる時代に転換しつつある。そこで、行政が

どのようにバス事業者と関わるべきかという課題がある。 

本稿では、まず研究者と公営バス事業者の視点の違い

を考慮した上で、既存研究における路線評価指標の提案

に一考察を与える。さらに、具体的に公営バス事業者の

ケーススタディとして、横浜市営バスにおける問題点を

抽出する。問題点を明確にすることで、行政関与のバス

輸送計画における、公的補助を効率的に反映させるサー

ビス提供方策の検討の一助となることを目的とする。 

 

２．バス事業をとりまく環境への考察と本研究の意義 

（１）公営バス事業の役割の遷移 

 わが国では、モータリゼーションが進む以前は、公営

交通は高収益事業であり、財源不足の地方自治体による

収益事業という側面もあった。当時のバス事業は社会経

済発展の基盤の役割を担っていた。 

 高度成長期以後、低密度市街地の郊外拡散、自家用車

の保有・利用の増加という影響によりバスのシェアは大

幅に減少した。また、平等・公平という価値観が社会全

体に付加され、採算性があがらずとも生活基盤とする路

線がミニマム水準達成を目的として維持されていった。 

 近年まで需給調整規制によって、バス事業誕生当時の 

路線形態が現在の路線設定に大きく影響しており、多く

のバス路線の目的・役割が複雑かつ混在している状態に

ある。現在においては、主に財政的な観点から、多くの

路線での統廃合や再編が進むと予測され、路線の役割を 
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明らかにしていくことが必要となっている。 

（２）行政および公営バス事業者の視点 

公営バスの実務としての計画・運営・運行は、多く

の場合、地方自治体交通局が行政とは独立した事業体と

いう形で担っている。昨今では、利用者減少による経営

圧迫に対処するために様々な形態での民間移譲が進めら

れている。一方で、行政側としては市場に委ねることで

効率性は上昇するが、公平性が損なわれるのではないか

ということを危惧してもいる。公平を目的として、生活

路線等を公的補助を投じて維持しようとする姿勢がある。 

しかし行政側の公平に対する視点には以下の齟齬が

生じている。例えば①公平＝横並び意識②内部補助＝再

配分③既存路線維持への特化などが考えられる。この齟

齬により、公営バス事業に過剰なサービスが存在したり、

目的の釈然としない路線設定となるなど、民間事業者と

異なる立場での公共事業として真に公平な立場で、市民

の需要に対応できていない状態にある。 

（３）既存研究からみる視点 

バス路線に関する既存研究には、路線の評価手法に

関するもの、生産効率性を議論するもの、過疎地域を対

象としてミニマム水準を議論するものがある。しかし、

それらの多くは既存路線を対象に、または既存路線をも

とに分析したものである。また、バスを含む都市の交通

に対して、行政がどのように関わるべきかを考慮したも

のは少なく、具体的にどのようにあるべきかの根拠を提

示するようなものも少ない。そもそも、公営バス事業自

体は行政一部門として必須であるわけではなく、公営交

通の存在意義を論理的に示そうとしたものは少ないと思

われる。そのような中、路線の潜在的な需要を定量的に

把握する方法の１つとして、公営バス路線への適用事例

も多いポテンシャルの理論1)があげられる。これについ

ては第3章で説明する。 
（４）本研究の意義 

本研究においては、公営バスサービス提供の問題点

である過剰サービス・目的不明瞭路線に着目し、既存の

路線評価手法を考察し改良することで、具体的に横浜市

営バスにおいて効率性を下げている路線を挙げる。公営

バスの問題点を整理していくことは、今後の行政関与に

よるバス輸送計画の一つの方向性を考える上で意義が大

きいと考えられる。 



３．ポテンシャル理論の適用可能性 

本稿では、路線の評価指標を実乗車人員ではなく、潜

在需要によって行うという竹内ら1)の提案、ポテンシャ

ルの理論を応用している。需要は、サービス形態によっ

て大きく変化する。従ってサービス形態による影響を外

部化して路線設定を評価する必要がある。ポテンシャル

理論は、潜在している需要を推定することでサービスを

評価できる理論の一つであり、バス事業のサービス形態

のあり方についての議論に展開可能なものである。 

（１）ポテンシャル理論の概要と問題点 

ポテンシャル理論は、80年代から研究が進められて
いる。潜在需要は、居住人口によって与えられるという

概念を経て、通勤・通学以外の買いまわり移動による需

要を踏まえるという概念に発展している。具体的には、

バス停の勢力圏人口（＝バス停毎の潜在需要）をバス停

勢力圏内の居住人口・第3次従業者人口・生徒数・病床

数・駅による需要人口によって説明するモデルを、実乗

車人員データ・ゾーンＯＤデータによって構築する。バ

ス停毎の潜在需要を路線毎にまとめあげ、路線潜在需要

を路線の役割の設定に対しての分析に用いたり、潜在需

要顕在化率によってサービス提供のレベルを評価するこ

とに役立てている。 

しかし、このモデルを用いる際には、以下の問題点を

確認しておかなければならない。 

①既存のバス路線を基にしている。 

②分析過程が異なるバス停潜在需要と駅降車人員によ

る潜在需要を足し合わせることで、路線潜在需要と

してまとめあげている。 

③潜在需要の真値は求まらず相対的なものである。 

④バス停圏を地点に対して一意的に定めている。 

①について、既存のバス路線を基にモデルを作成す

るということは既存路線が通っていない地点における、

潜在需要顕在化メカニズムは考慮していない。また、２

－(1)で述べたように、現在の路線設定は目的・役割が

混在したものであって、他の環境の変化に伴う需要の変

化を考慮していないため、需要の集中した地点を逃がし

ている可能性がある。 

②において述べた駅潜在需要は、駅降車人員に、端

末交通手段分担率を推定したものを掛け合わせることで

求められる。バス停潜在需要もＯＤデータによる分担率

を用いているので、似通ったものではあるが、駅降車人

員と勢力圏内の諸人口要因の対応には考慮が必要である。

駅降車人員は、既にトリップを発生させている外出人口

であるが、諸人口要因には外出しない人口も含まれてい

る。つまり駅降車人員は、外出するかしないかという需

要の第1段階を既にクリアしている人口要因である。杉

尾らによる研究では、フィーダー路線はポテンシャル値

が高くとも実乗車人員に顕在化することが難しいのでは

ないかという考察がなされている。しかし、顕在化する

ことが難しいのではなく、路線潜在需要をまとめあげる

際、駅潜在需要を過大に足し上げているという問題があ

るように思われる。 

③に関して、②での駅潜在需要の過大推定という問

題の発生にも見られるように、潜在需要は実乗車データ

によって重回帰分析を行いモデルを作成しているので、

潜在需要そのものの真値が求まるというものではなく、

相対的指標にとどまるということにも留意が必要である。 

④では、路線ネットワークが複雑である場合にはバ

ス停圏が他系統によって小さくなるという問題が生じる。 

（２）ポテンシャル理論の適用可能な範囲 

上記における問題点①に関して、既存バス路線におけ

る分析のみとなり、需要発生のメカニズムそのものを把

握するには至らないということを述べた。しかし、実際

に顕在している需要は、需要発生のメカニズムの中の部

分的な要因によるものである。従って、ポテンシャル理

論では、需要発生メカニズム自体を解明していくには至

らないが、現在のバス需要がどのような要因によって誘

発されているかを知るには有効である。 

また、問題点③では絶対的潜在需要は明らかにならず、

相対的指標にとどまるということを述べたが、相対的で

あっても、需要を顕在化できない路線を分類することは

可能である。特に、単位距離あたりの潜在需要の顕在化

率をみることで、現在のバスサービス提供形態の効率性

がどのような要因と関係しているかという傾向を把握す

ることはできる。 

なお本研究では、問題点②関しては対応策を施し、問

題点④に対しては、実現象として系統が密集しているバ

ス停では隣接するバス停に乗車人員が吸収される確率が

高くなると捉え、改善策は必要ないと判断している。 

（３）本研究におけるポテンシャル理論の位置づけ 

本稿では、ポテンシャル理論の概念を参考とし活用す

ることで、公営バス事業におけるサービス提供の問題点

の根拠を示そうとする。そこで、２－(２)を踏まえた上

で、ポテンシャル理論によって判断が可能である範囲を

明確にする。 

本稿での研究対象は、普遍的な潜在需要顕在化メカニ

ズムの分析ではなく、既存の公営バス路線がどのような

要因によって乗車人員を獲得しているかを把握すること

である。特にその要因は、人口要因とそれにとってかわ

り人口要因に換算可能である施設面積による、2次元的

で静的なものとする。従って、全ての要因を網羅したも

のではないことは明らかである。 

しかしながら、2次元・静的データの中でも、顕在化
に起因する重要な、影響力のある要因を設定し、あるフ

ィールドの中で相対に格差が生じていることを見ること

ができる。ポテンシャル理論において生じる、相対的な



格差を用いて、その要因として何が挙げられるか、特に、

要因がサービス形態によるものであるかどうかを判断し

ていく。 
 

４．ポテンシャル理論による横浜市営バスの考察 

（１）横浜市営バスにおける分析対象路線 

竹内ら1)によると名古屋市営バスは都市圏の大部分の

範囲で独占状態にあるという。横浜市営バスにおいては、

5つの民間バス事業者と競合している。潜在需要把握に
は民間事業者との競合も十分考慮しなければならない。

しかし今回は公営バスのサービス形態に注目したので、

公営バスの民間事業者による影響が小さい、競合の少な

いエリアを抽出した。対象は横浜市営バスの12営業所
中の5営業所、156系統中55系統※、610バス停である。 
※横浜市においては複数の路線をまとめあげたものが系統となっている。 

（２）横浜市におけるポテンシャルモデルの作成 

対象エリアにおけるモデルの構築を杉尾らの研究2)を

参考にGISを用いて行った。名古屋市と他都市では代表
交通手段分担率をはじめとする地域特性が異なることや、

バス利用者の減少傾向などから、空間的・時間的相違を

考えると、モデル構築過程から分析し直す必要が生じる。 

 a）割り増し乗車人員について 

本研究では、潜在需要を“外出人口のうち、徒歩圏以

外のトリップは全てバスに乗る可能性がある”と仮定し

た発トリップとして定める。そこで潜在需要を、バス実

乗者人員にパーソントリップ調査小ゾーンデータの発ト

リップのうち代表交通手段徒歩を除く代表交通手段バス

分担率によって割り増すことにとって与えた。 

厳密に潜在需要を求める場合には、バスのLOSによ
って外出率が変化するととらえ、非外出人口も考慮すべ

きである。また徒歩圏トリップを除くだけでなく内々ト

リップも排除すべきである。しかし、非外出人口を考慮

しきれないことや、小ゾーンの形態によっては内々トリ

ップであってもバス需要があるということも考えられる

ため上記の分担率で、潜在需要を与えるものとする。 

  b）サービス要因の外部化について 

杉尾らのモデルは、潜在需要を実乗車に顕在化する量

を企業努力として路線を評価するものである。しかし、

本研究では顕在化率の差によって、バスサービス提供の

質そのものを評価することを目的としているので、杉尾

らのモデルに内在する既存の路線設定への考慮(系統係

数)を除くこととする。路線設定そのものも、サービス

要因の一部としてモデルより排除するためである。 

ｃ）勢力圏の設定について 

潜在需要把握の勢力圏を以下の3分類とした。 

ア)純バス停勢力圏域(Rb<500m) 

イ)駅に吸収される勢力圏域(Rb<500mかつ500m<Rｓ<1km) 
ウ)駅降車人員による勢力圏域(Rｓ<500m) 

なおRb、Rsはそれぞれバス停、駅からの距離 

イ)については、バス停勢力圏域の潜在需要を補正す

ることで推定する。 

ｄ）潜在需要説明要因について 

表‐１に示す施設床面積および居住人口・第1次従業

者人口・第2次従業者人口・第3次従業者人口によって
説明変数を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ）バス停毎の重回帰分析 

 以下の式において、純バス停ポテンシャル・補正バス

停ポテンシャル（c）-イ)参照）を推定する重回帰分析
を行いモデルを作成した。 
  
ただし、ｙ；割り増し乗車人員 ｘ；各説明変数 a；各係数 

α；補正係数=0.45   i；バス停 

なお補正係数については、1～0.1まで変化させさらに
小数点第2位まで変化させたもののうち、もっともよい
結果を示した0.45について与えている。サンプル数は純
バス停209、補正バス停201である。重回帰分析結果を
表-２に示す。決定係数は0.40であった。名古屋市にお
けるモデルとは異なり、教育系および医療系の変数は有

意とはならなかった。 
 
 
 
 
 

※中心市街地得点は多重共線性の高かった官公庁系、商業系面積がいずれも乗車

人員に影響を与えているため、主成分分析によりまとめあげたものである。 

（３）バス停における民間との競合 

民間バスとの重複を極力避けた路線であっても、バス

停毎に見ると競合は生じている。図‐１は上記のモデル

によるポテンシャル推定値と実乗車の分布を、民間と競

合するバス停であるかで区別して示したものである。 

 競合しないバス停が白抜きのプロットであり、回帰直

線は上から、競合しないバス停によるもの、全バス停に

よるもの、競合バス停によるものである。競合バス停の

方が比較的顕在化率が低いのは、潜在需要が民間バスに

よって顕在化されることによる影響であると捉える。し 

かし回帰直線において、競合の有無が全バス停から示す

床面積名 内容 

大型商業施設 専用商業店舗 

商業施設 生活商業系施設並びに遊技施設 

官公庁施設(１) 市の行政施設 

官公庁施設(２) (１)に含まれない行政施設 

教育施設(１) 幼稚園・小学校・中学校・高等学校 

教育施設(２) 大学・専門学校・各種教育施設 

文化施設 文化施設・コミュニティー施設・宗教施設 

医療施設 病院・診療所 

社会福祉施設 保健所・児童厚生施設・老人ホーム等 
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表－１ 潜在需要説明要因における施設床面積の内容 

表－２ ポテンシャルモデル推定の重回帰分析結果 
説明変数(人口要因) 標準化係数 偏回帰係数 有意確率

居住人口 0.441 0.180 0.000
中心市街地得点※ 0.222 1550 0.000
大規模商業施設面積 0.230 0.357 0.000
３次従業者人口 0.117 2.030 0.011
定数項 － 2620 0.000



差分は1割程度であり、両者とも大きくばらつきがある
ことからその影響要因は複合的であると考え、バス停に

関しては競合の有無による処理は施していない。 
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（４）バス停ポテンシャルの系統へのまとめあげ 

系統のポテンシャル(Pk)はバス停ポテンシャル(Pb)と

駅ポテンシャルの(Ps)の総和によって求める。 

 

 

 

 

潜在需要をバスが接続することにより等しく配分され

るとの仮定のもと、民間バスとの按分および他系統との

按分を、系統数・運行回数によって行う。代替係数とは、

２‐(１)の問題点②における対応策として与えたもので

ある。全バス停乗人とRｓ<500m以内のバス停乗人の実
データによる比30％に、系統ポテンシャルと駅ポテン
シャルの比を、駅間の相対値を維持したまま絶対値を合

わせるために意図した係数である。具体的には運行回数

による按分の後、市営バスODにおける(系統ごと駅勢
力圏バス停乗人/駅勢力圏バス停全乗人)をかけた。この

数値をかける前後での相関は決定係数で0.98であった。
相対値を保ちながら絶対値を変化させるということには

成功したが、理論的な解釈はできていない。 

（５）ポテンシャル密度による系統分析 

バスサービス提供の効率性を相対的に評価する際、

ポテンシャル値と乗車人員による顕在化率には意味がな

い。なぜならポテンシャル値は長距離であればあるほど

運行回数が多ければ多いほど高くなるゆえ、効率性の比

較にはならない。そこで延べ運行距離で1運行1kmあた
りのポテンシャル、乗車人員へ基準化したものを図-２

で示す。白抜きのプロットは長距離系統(路線の平均運
行距離が8km以上)を示したものである。長距離である
と効率的な運行がしにくいということがポテンシャル密

度が低いことからわかる。これは長距離というサービス

形態が不利であることを意味する。しかし同じ長距離路

線であっても顕在化率には差が生じている。その原因を

系統毎に探ると①民間バスおよび鉄道さらには市営バス

他系統と重複している②通勤者を運ぶことを目的として

設定されている路線が過剰なサービスを提供している
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③他事業者とのエリア競争のために維持されている路線

(免許維持のための路線)が見られた。 
 ①については、他サービスよりもLOSが低いため需
要が吸収されている区間があることがバス停間ODから
明らかに判る。他事業者と需要を奪い合うという、特に

公営バスが行うべきでない運行である。サービスの模範

を示すという目的で設置するのならば品質管理や地域協

議会等によって定めるべきである。②は工場地区へ結ぶ

路線などで日中需要がほぼ無い路線であるが、日中も運

行されている。これが図-２の基準化乗者人員を低く、
顕在化率を下げている所以である。日中需要に対してバ

ス路線を持続運行するのではなくタクシーへの補助など

代替案を含めて考えるべきである。③の路線には公的特

徴は全く存在しない。なお③の路線全てで民営化に伴う

民間移譲が決定している。 
上記で、公営バス事業の中で目的不明瞭路線・過剰

サービス路線が存在し、実際に効率性を下げているとい

う例を挙げることができた。 
 

５．おわりに 

本研究では、バス事業をとりまく環境に対し考察を行

い既存研究における路線評価指標の適用について検討し

た。また、その指標を用いて、公営バス事業の例として

横浜市営バスにおける効率性についての問題点を挙げた。 

公営バスは時代の推移に伴い、事業目的が混在してい

る状態にあると考えられる。一方、労働組合問題への対

応もあり、公営交通には多くの課題がある。そのような

中、過剰サービスや目的不明瞭な路線が、事業全体のサ

ービス提供効率を下げているという一面がある。公平と

は均質なサービスによるものばかりではなく、多様化す

るニーズに対応したものでなければならない。行政のバ

ス事業者への関わり方として、市場によって成されない

サービスを、バスに固執することのなく代替手段もふま

えた上で、効率的かつ公平に提供するということを検討

する必要がある。 
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図－１ ポテンシャル推定値－実乗車人員散布図 

図－２ 基準化後のポテンシャル推定値－実乗車人員散布図 


